
令和３年度 秋田県域における広域型PPP/PFI地域プラットフォーム
形成・運営に関する調査検討支援業務（１/２）

対象：秋田県
内閣府 民間資金等活用事業推進室

l 秋田県内では、PPP/PFIに関する取組件数が少なく、地方公共団体や地域の民間事業者ともにPPP/PFIに関する
知識やノウハウの不足、案件形成能力の向上に関する課題を抱えている。

l 地域プラットフォーム形成を通じて、PPP/PFIに対する理解度の向上やノウハウや知識の習得を図るとともに、具体の案
件形成に向けた官民対話を継続的に展開する場を整備し、次年度以降継続して活動する広域かつ自走型地域プ
ラットフォームの構築を目指している。

地域プラットフォーム形成の目的

背景・課題と本年度の活動目標 地域プラットフォームの運営体制

【本年度の活動目標】
l 普及啓発・機運醸成
Ø 地方公共団体職員をはじめ、地域の民間事業者に対するPPP/PFIに
関する理解促進と知識・ノウハウの習得促進

l 官民対話・情報提供の検討
Ø ケーススタディとなる個別案件の掘り起こし
Ø 官民対話に向けた正しい理解醸成と情報提供

l 官民対話・交流の実践
Ø ケーススタディ案件をもとにした官民対話の実践
Ø 案件形成に向けた情報交換機会の提供

l 継続的な取組の推進
Ø 次年度の地域プラットフォームに向けた取組検討や座組の構築

l 公共施設の老朽化対策と厳しい財政状況
l 官民双方におけるPPP/PFIに関する基礎的知識やノウハウの不足
l 個別案件の掘り起こし及び個別案件形成能力の向上
l 地域の民間事業者の事業機会の創出や参画主体としての意識醸成
l 自走型地域プラットフォーム構築のための推進体制整備 等

l 地域プラットフォームの機動的かつ効率的な運営体
制の構築のため、秋田県と㈱秋田銀行から構成さ
れる代表事務局を設置し取組に関する企画・運営
などを担っている。

l 円滑な事業実施・運営を目的として、県内の業界
団体、大学、金融機関などから構成される連携・協
力団体を設けている。

l 県内の業界団体、大学、金融機関など

連携・協力団体

l ［官］秋田県・［金］秋田銀行
Ø 取組に関する企画・運営
Ø 個別案件の掘り起こし
Ø 個別案件の情報提供
Ø 取組に関する周知・案内

代表事務局



令和３年度 秋田県域における広域型PPP/PFI地域プラットフォーム
形成・運営に関する調査検討支援業務（２/２）

対象：秋田県
内閣府 民間資金等活用事業推進室

本年度の取組内容

地域プラットフォームの取組を通じた知見の整理 本年度の取組成果と今後の取組

項目 第1回秋田県PPP/PFIセミナー
【令和3年9月8日】

第2回秋田県PPP/PFIセミナー
【令和3年11月15日】

秋田県PPP/PFI官民対話
（試行サウンディング）
【令和4年1月31日/2月1日】

第1回あきた公民連携
地域プラットフォーム
【令和4年3月7日】

目的 n PPP/PFIに関する基礎知識
の習得

n 先進事例の把握
n 秋田県内におけるPPP/PFIの
取組の把握

n 公共側及び民間側の視点での案
件形成プロセスの把握

n 官民対話の進め方の把握
n 個別検討案件の把握

n PPP/PFIの基礎知識の習得
n サウンディングの実践
n 官民対話に対する理解醸成
n ネットワーク構築・案件形成の促進

n 各地の地域プラットフォームにおける
動向の把握

n 地域プラットフォームの設置・取組に
係る情報の把握

n 先進団体における事例の把握

参加
者数*

191名（地方公共団体、民間
事業者、金融機関等）

197名（地方公共団体、民間事業
者、金融機関等）

210名（地方公共団体、民間事業者、
金融機関等）

226名（地方公共団体、民間事業
者、金融機関等）

開催
概要

n 講演①「PPP/PFIの概要」
n 講演②「PPP/PFIの考え方
（岡崎市における事例のポ
イント）」

n 情報提供「秋田県内におけ
るPFS/SIBの取組について」

n 情報提供①「案件形成の流れ」
n 講演①「徳島東警察庁舎整備等
PFI事業」

n 講演②「「伊達市学校給食セン
ター」への取組と地域案件への参
画に向けたポイントについて）」

n 情報提供③「官民対話の進め方
n 情報提供④「個別4案件の概要」

n 講演「施設における官民連携の多様
なあり方」
オープン型/クローズ型サウンディング案件
n ①「大館警察署改築事業」
n ②「秋田県立横手支援学校整備事業」
n ③「旧横手市立睦合小学校利活用事業」
n ④「秋田県立能代高等学校整備事業」

n 情報提供①「あきた公民連携地
域プラットフォームの設置について」

n 情報提供②「地域プラットフォーム
における取組例について」

n 情報提供③「地域における
PPP/PFIの推進について」

n 講演「まちの未来をこの手でつくる～
令和のまちづくり～」

事務局会議

l 代表事務局として役割分担を明確にして、地域の状況に応じた体制
構築が検討されている。

l 参加者数が多く、今後の取組に対する関心や意欲などがあることが
把握できたが、継続的に取組への参画を促し、参加者の裾野の拡
大を図ることが課題である。

l 継続して官民対話を行うためには、相談を行う個別案件の数や類型
などを拡大する必要があり、引き続き官民対話への理解や案件形成
能力の向上が必要である。

【取組成果】
l 「あきた公民連携地域プラットフォーム」の立ち上げ
l 知識やノウハウの習得
l 官民対話の場の形成と情報提供
【今後の取組】
l 実践的ノウハウの向上と人材育成
l 継続的な情報発信など案件形成の支援  等

*事務局関係者除く延べ入室アカウント数




